東京都檜原都民の森における食堂業務等に関する協定書（案）
（目的）
第１条 　檜原村（以下「甲」という）と〇〇〇〇〇〇（以下「乙」という）は、次の条項により、甲が東京都との間において締結した東京都檜原都民の森の管理に関する基本協定(令和６年４月１日締結) (以下「基本協定」という。) 第５条に規定する東京都檜原都民の森において行う食堂、売店、及び自動販売機業務等 (以下「食堂業務等」という。) を別紙仕様書に基づき、乙が行うことについて、次のとおり協定を締結する。
（食堂業務等を行う場所）
第２条 　乙が食堂業務等を行う場所は、次のとおりとする。
名  　称　　　東京都檜原都民の森
  　　所  　在　　　東京都西多摩郡檜原村７１４６番地１他１筆
  　　種  　類　　　土地及び建物
  　　数量等　　　森林館　　　　厨房・食堂　　　　　　　　 ５７．７０㎡
                    　　　　　　　倉    庫（１箇所）　　   　１０．３８㎡
                    　　　　　　　自動販売機（１箇所・２台） 　１．２７㎡
                    案内所　　　　売　　店　　　　　　　  　 ５４．５５㎡
　　　　　　　　　　案内所前広場　テント販売　　　　　　　　 １４．５８㎡　
                    駐車場　　　　自動販売機（２箇所・２台）　 １．６０㎡
      　　　　　　　案内所　　　　自動販売機（１箇所・２台） 　２．８７㎡
使用部分　　　別図のとおり

（備　品）
第３条 　乙は、甲が管理する備品(別紙「備品台帳」記載のとおり)を食堂業務等に使用することができる。
（食堂業務等を行う期間）
第４条 　甲が食堂業務等を行う期間は、令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの３年間とする。
（委託の禁止等）
第５条 　乙は、食堂業務等を第３者に委託してはならない。
２　乙は、善良なる管理者の注意をもって、食堂業務等を行う場所及び備品を使用しなければならない。
（損害賠償）
第６条  食堂業務等を行う場所において施設等(備品を含む)の滅失、または毀損が乙の責めに帰すべき事由によって生じた場合、甲は基本協定に基づく東京都との協議において甲がその損害を賠償する責務を負うこととなった場合、乙はその責任の範囲において甲の請求に従い、直ちにその損害を賠償しなければならない。
（協定の解除）
第７条　甲は、乙がこの協定に定める事項に違反したとき、または、基本協定に規定する事項の達成が困難な状況となったとき及び基本協定が解除された場合には、直ちにこの協定を解除する。
　
（食堂業務等を行う場所の原状回復義務等）
第８条 　乙は、食堂業務等を行う期間が満了したとき、またはこの協定を解除されたときは、直ちに食堂業務等を行う場所を原状に回復しなければならない。
２　前項の場合において、乙は甲に対していかなる補償も請求できない。
３　第１項の場合において、原状回復にかかる費用は乙の負担とする。ただし、甲の承諾を受けたときは、この限りでない。
４　第１項の場合において、その期間満了前に期間満了後の食堂業務等を行う団体等が第２条に定める場所に立ち入り、施設の確認等を行う際には、それを妨げてはならない。また、施設の使用について助言を求められた場合は、誠意を持って対応しなくてはならない。
（実地検査等）
第９条 　甲は、必要がある場合には、食堂業務等を行う場所及び備品について随時実地検
査を行い、乙に対して報告を求め、必要な指示を与えることができる。
（疑義の決定）
第１０条 　この協定の各条項の解釈に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、甲と乙協議の上定めるものとする。
　　
　甲と乙とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。

　　　　　　　　　　　令和７年４月１日

　　　　　　　　　　　　甲　　　東京都西多摩郡檜原村４６７番地１号

　　　　　　　　　　　　　　　　東京都檜原都民の森指定管理者
　　　　　　　　　　　　　　　　檜原村長　　吉　本　昂　二
　　　　　　　　　　　　乙　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
